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⑥ 保険料の領収書は、保険加入の写又は領収書とすること。

（７）領収書の１件の額が、５万円以上の場合は法定の収入印紙を貼付すること。

（８）補助金等関係資料は、５年間、保管すること。

（９）補助金等の出し入れに使用する預貯金口座は、加盟団体等代表者名義とすること。

口座名義が、加盟団体等代表者と異なる場合は、代表者の委任状を提出すること。

５ 対象経費の計算等

（１）交通費

① 交通費は、最も経済的な通常の経路、方法により計算すること。

② 自家用車を利用した場合は、出発地と目的地間の最短距離（㎞ 端数切捨）に１

７円を乗じた額とすること。

③ 加盟団体等が定めた取扱等がある場合は、その取扱等により計算した額とするこ

と。但し、本会の基準で計算した額を上限とし、超過する場合は補助対象外とする。

（注）この場合は、加盟団体等が定めた取扱等を提出すること。

④ 公共交通機関を利用した場合は、利用区間名（バス停、駅）を記入すること。

（２）宿泊費

本会が定めた宿泊料金を超過する部分は、補助対象外とする。

（３）旅行雑費

（４）使用料賃借料・・・会場使用料、競技器具使用料、バス借上料等

物品の借用は、真に事業に必要なものであること。

（５）報償費・・・講師謝金

（６）食糧費・・・弁当代等

（７）需用費・・・競技用消耗品、事務用消耗品、印刷製本費、現像料、指導者・選手の

水分補給用飲料 等

事務用消耗品は、真に事業に必要なものであること。

（８）役務費・・・通信運搬料、振込手数料、障害保険料等

６ この取扱は、平成２４年４月１日から施行する。

平成２７年４月１日一部改正
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